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乳幼児健康診査と健康診査後のフォロー事業を図 1-1 に示した。  


























































































成 24 年に全国の公立の小中学校 1200 校に行った調査（文部科学省， 2012）に
よると、通常の学級で学習面または行動面で著しい困難を示す児童生徒の割合











































































































































































































































回収数は 503 箇所で、回収率は 68.2％であった。  
 
４．質問紙調査の内容と整理の仕方  
調査内容を表 2-1 に示した。  
































































回答のあった特別支援学校の障害種別の数と割合を表 2-2 に示した。  
 







教務主任 16 人(3.2％）、その他（教育相談担当 6 人、学部主任 3 人、教育支援



















3障害種以上の総合型 19  ( 3.8%)　
未記入 5  ( 1.0%)　
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いない」は 127 校（ 25.2％）であった。未記入は 7 校（1.4％）であった。  
就学前の乳幼児の来校相談で、「どのような相談支援をしていますか」に対す













その他 44 ( 8.7%)　
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て等の教育相談」を行っており、約 3 分の 1(35・8％)が、担当保育士等への助
言を行っていた。「発達検査の実施・解釈」を行っている特別支援学校は 107
校(21.3％)であった。その他の回答では、「幼児に対する直接指導」 3 校、「幼




い」に対する回答結果を表 2-5 に示した。  
「行っているが、年間 5 回以下である」と回答した特別支援学校が 150 校
(29.8％)と一番多く、「まったく行っていない」と回答した特別支援学校も 135
校(26.8％)あった。一方、「年間に 30 回以上行っている」と回答した特別支援
学校が 62 校(12.3％)あり、「年間に 16～29 回行っている」と回答した特別支援




特別支援学校への就学に関する相談 353 (70.2%) 
保護者への子育て等の教育相談 252 (50.1%) 
担任保育士等への助言 180 (35.8%) 
他機関の紹介 166 (33.0%) 
子どもの相談室での様子の観察 143 (28.4%) 
発達検査等の実施・解釈 107 (21.3%) 
その他 20 ( 4.0%) 
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表 2-5 問 4「貴校の保育所、幼稚園への巡回による相談・支援の状況をお聞かせくださ
い」に対する回答結果  
 
「どのような相談支援をしていますか」（表 2-5 の質問で「年間 30 回以上行
っている」「年間 16～29 回行っている」「年間 6～15 回行っている」を選択した
者のみが回答の対象）に対する回答結果を表 2-6 に示した。  
 















研究授業等への助言 27 ( 5.4%)　
その他 6 ( 1.2%)　
無回答 2 ( 0.4%)　
回答 学校数（割合）
年間に30回以上行っている 62 (12.3%)　








ている特別支援学校が 75 校(14.9％)あった。  
 「貴校の保育所、幼稚園への巡回による相談・支援を始めた経緯、行ってい
る理由をお聞かせください」に対する回答のキーワードを表 2-7 に示した。  
 













から」の回答が 87 校(17.3%)あった。  
「理由をお聞かせください」（表 2-5 の質問で「行ってはいるが、年間 5 回以
下である」「まったく行っていない」を選択した者のみが回答の対象）に対する








早期支援の重要性から 38 ( 7.6%)　
保護者からのニーズがあったため 16 ( 3.2%)　
入学予定者の支援継続のため 4 ( 0.8%)　
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表 2-8 問 7「理由をお聞かせください」に対する回答結果  
 
 
































その他 46 ( 9.1%)　
無回答 19 ( 3.8%)　
26 
 
校園が 237 校（47.1％）あった。「連携していない」の回答が 250 校（49.7％）
あり、「未記入」が 16 校（3.1％）あった。  
 「どのような連携をしていますか（複数回答可）」の問いに対する回答結果を
表 2-9 に示した。  
 











が 34 校（6.8％）からあった。「電話などによる担当者間の情報交換」が 16 校
（3.2％）、「幼稚園・保育園の巡回相談に同行しての情報共有」「相談会（発達、










発達検査等の実施・解釈 41 ( 8.2%)　
１歳６か月健診、３歳児健診等での子どもの観察や保護者への相談 33 ( 6.6%)　























会議への参加」が 10 校（2.0％）、「巡回相談に同行しての情報共有」が 4 校(0.8%)

















ていない」と回答した学校は 236 校（46.9％）であった。未記入が 18 校（3.6％）
あった。  
「参加している」と回答した学校が参加している会議をキーワード別に分類
し、表 2-11 に示した。  
 













就学指導・支援に関する会議 25 ( 5.0%)　
支援ネットワークに関する連絡会 22 ( 4.4%)　
発達・教育・就学に関する相談会 21 ( 4.2%)　
ケースに関する会議、情報交換会 12 ( 2.4%)　
子育て支援に関する会議 7 ( 1.4%)　
幼保小連絡会議 5 ( 1.0%)　
幼児教育支援の関する会議 5 ( 1.0%)　
特別支援教育チーム会議 5 ( 1.0%)　
要保護児童対策協議会部会 4 ( 0.8%)　
移行支援会関する会議 4 ( 0.8%)　







ド別に分類し、表 2-12 に示した。  
 

















ライフステージを見通した指導・支援方法の提供 48 ( 9.5%)　
小学校・中学校へのスムーズな移行のための支援 36 ( 7.2%)　
適正就学への支援 33 ( 6.6%)　
特別支援教育や障害等に関する情報提供・理解啓発 32 ( 6.4%)　
子どもの日常生活力の向上や社会自立に向けた支援 26 ( 5.2%)　
保育所・幼稚園での支援の重要性 25 ( 5.0%)　
地域支援担当者の専門性の向上や担当者の増員等の必要性 17 ( 3.4%)　
特別支援学校への就学に向けた支援 13 ( 2.6%)　






















に関する意見が 48 校(9.5％)からあった。  
移行支援や就学に関しては、「小学校・中学校へのスムーズな移行のための支


















































































































































































保育所・幼稚園への巡回相談の状況．小児保健研究， 72－ 6， 810－ 816．井上和久・井澤
信三・井上とも子（ 2014）特別支援学校のセンター的機能を活用した発達障害児等への早
期支援に係る実態調査－保健機関、療育機関との連携・協働の状況について－ ・ＬＤ研










































































 調査対象となる特別支援学校の概要を表 3-1 に示した。  
障害種別は、知的障害特別支援学校が 5 校あり、肢体不自由、病弱特別支援
学校がそれぞれ 1 校あった。複数の障害種に対応している特別支援学校が 5 校
あり、5 障害全てに対応している特別支援学校が 1 校あった。設置学部は 11 校
が小学部から高等部まで設置されていた。幼稚部が設置されている特別支援学
校が 1 校あった。幼児児童生徒数では、 20 人未満の特別支援学校が 2 校、250
人以上の大規模な特別支援学校が 2 校あり様々であった。教員数についても 40
人未満の特別支援学校が 2 校、121 人以上の特別支援学校が 3 校あり、様々で
39 
 
あった。支援地域の市町村数では 4～6 市町村が 5 校で一番多かった。１市が 3
校ある一方、7～10 市町村が 2 校あった。支援地域の人口では 10 万人未満が 5
校であったが、 30 万人以上の人口を抱えている地域も 3 校あった。  
 




 本調査の調査期間は、平成 25 年 1 月上旬～ 3 月下旬であった。調査は、筆者
及び研究協力者がそれぞれの学校に訪問し、半構造化面接により実施した。調
査項目は、①校内体制について、②就学前幼児への相談支援について、③市町






Ａ特別支援学校 病 小中高 51～100人 41～60人 7～10 30～50万人
Ｂ特別支援学校 知 小中高 101～150人 61～90人 1市 5～10万人
Ｃ特別支援学校 知 小中高 201～250人 91～120人 4～6 10～20万人
Ｄ特別支援学校 知 小中高 250人以上 121～150人 7～10 50万人以上
Ｅ特別支援学校 知肢 小中高 250人以上 150人以上 4～6 30～50万人
Ｆ特別支援学校 肢 小中高 101～150人 91～120人 4～6 20～30万人
Ｇ特別支援学校 知肢病 幼小中高 51～100人 41～60人 4～6 5～10万人
Ｈ特別支援学校 知聴 小中高 151～200人 61～90人 4～6 10～20万人
Ｉ特別支援学校 知 小中 20人未満 21～40人 1市 3～5万人
Ｊ特別支援学校 知 小中高 101～150人 61～90人 2～3 5～10万人
Ｋ特別支援学校 肢病 小中高 20人未満 21～40人 2～3 3～5万人






















況を表 3-2 にした。  
 







 保育所・幼稚園への巡回・訪問相談は 12 校全ての特別支援学校で実施されて
いた。園内委員会へ参加している学校が 8 校あり、保育所・幼稚園で保護者へ



















Ａ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｂ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｃ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｄ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○
Ｅ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｆ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｇ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｈ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｉ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｊ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
Ｋ特別支援学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○













をとっていたが、各学校の連携の内容に違いが見られた。 3 歳児健康診査、 5
歳児健康診査（発達相談）に参加している学校がそれぞれ、3 校と 6 校あった。
健康診査後要フォローになった子ども・保護者への発達相談に参加している学
校が 8 校あり、親子教室にも参加している学校が 2 校あった。保健センター等
に訪問して発達検査を実施・解釈している特別支援学校が 2 校あった。  
 









（２）早期支援への取組：「3 歳児健康診査」への参加  



















































地域支援は支援部地域支援担当 5 人が行っている。専任は部長 1 人で地域支
援・校内支援を兼務している。相談室は設置されている。平成 23 年度来校、訪




支援部 4 人のスタッフで、火、水、木曜日放課後を中心に、幼児を対象に月 1
回 40 分の個別指導をしている。幼児の対象年齢は 3 歳から幼稚園・保育所等の
年長児までとしている。発達障害等の診断はないが、支援が必要な幼児も対象
としている。保健師、医師、母親からの紹介やホームページからなど、様々な















地域支援は特別支援教育コーディネーター 3 名が主に行っている。3 名は各学
44 
 






生活への適応を促すことをねらいとしている。週 1 回、重度と軽度の 2 つのグ
ループに分けて実施している。保護者への個別面談も行っている。スタッフは、
幼児支援担当教師が行い、大学生もボランティアで入っている。活動の流れと
して、Ａグループ（軽度）が、①持ち物整理、排泄、運動  ②始まりの会  ③
設定遊び（楽器遊びなど）  ④集団遊び（ゲームなど）  ⑤個別学習  ⑥手洗
い、おやつ ⑦排泄、持ち物整理、終わりの会で構成されている。また、Ｂグ
ループ（保護者も一緒に参加）は、①持ち物整理、着替え、排泄  ②始まりの













































担当専任に分かれている。教育相談（地域支援専任） 1 名、自立活動 3 名、進
路指導 1 名の 5 名の専任が、総合支援室に所属している。相談室は設置されて
いる。教育相談のチラシは、職員向けと保護者向けを分けて配布している。相




（２）早期支援への取組：「5 歳児すこやか相談」への参加  


















地域支援は教育相談部 5 名が担当している。 4 名が特別支援教育コーディネ
ーターであり、専任はいない。授業時間の 3 時間～11 時間の軽減がある。教育
相談部は校内支援として他機関へのつなぎも行っている。  
（２）早期支援への取組 
：①「3 歳児健康診査」「 5 歳児健康相談」への参加  
要請のある市町の 3 歳児健康診査に参加し、親子遊びや自由遊びに一緒に入
り、子どもの様子を観察している。その後のスタッフによるカンファレンスで






































：②「5 歳児発達相談」への参加  




















































































毎週交代で木曜日に 1 名、市役所に出勤している。平成 23 年度の巡回相談は年















































































































































































































① 特別支援学校の約 73％で乳幼児の来校相談を行っていた。  
② 幼稚園・保育所の巡回相談では、年間 16 回以上行っている特別支援学校が





















































































































































































った学校等を対象にした。調査の対象は、 53 箇所（保育所 10、幼稚園 16、小
学校 15、中学校７、高等学校 5）であった。  
 
３．調査期間及び調査手続き  
















保護者との連携等に関すること（ 2 項目）の 11 項目で、4 件法で行った。加え






アンケートの記入者は管理職が 12 人、特別支援教育コーディネーターが 15
人、特別支援学級の担任（特別支援教育コーディネーター兼任を除く）が 6 人、
養護教諭が 1 人、その他が 1 人、未記入が 3 人であった。  
 
Ⅲ．結果  
１．11 項目の質問結果から  



















表 4-1-1 選択肢 11 項目の調査結果  
 


















































































































た」の回答が 6 校園 (18.2%)あり、「あまり変わらなかった」の回答が 6 校園





キーワードを表 4-1-2 に示した。  
 



















に関する内容が 3 校園からあった。  
２）今後の相談支援に期待するもの  
「本校の今後の相談・支援に何を期待しますか」の問いに対する回答のキー
ワードを表 4-1-3 に示した。  
 













































































































































































































































































二つの欄から構成されており、 A4 用紙 3～5 枚に示して提供している。  
平成 21 年 4 月から平成 23 年 3 月にかけて、サポートプランを 139 人（平成
21 年度 84 人、平成 22 年度 55 人）の保護者に提供した。そのうち学校園に在
籍している 117 ケースについて保護者の希望があり提供した。種別ごとの内訳












































 １ 言葉かけの仕方を工夫しましょう。 
  ① 言葉で指示をする時は本児の注意を促して（アイコンタクトを心がける）からしましょう。 
② 何を尋ねられているか、どう答えたらよいかがわかるように聞きましょう。 
   （例）「幼稚園で何したの？」 
    →「今日幼稚園で何の歌を歌ったの？」「○○の歌？▽▽の歌？」 




   （例）「○○さんは△△できて喜んでいるんだよ」 
「○○したから△△になったんだよ。だから次は□□するよ」 
 
 ２ ほめながら行動（気持ち）を切り替える力を身につけていきましょう。 

































った学校園、高等学校を対象にした。調査の対象は、1 回目が 54 箇所（保育所
10、幼稚園 17、小学校 15、中学校７、高等学校 5）で、2 回目は 53 箇所（保育
所 10、幼稚園 16、小学校 15、中学校７、高等学校 5）であった。2 回目の調査
対象は 1 回目と同じであったが、2 回目の調査で、平成 22 年度に相談・連携等
の関係のなかった私立幼稚園 1 園を対象から外した。  
 
２．調査期間及び調査手続き  
本調査の調査期間は、 1 回目が平成 22 年 2 月中旬～3 月初旬、 2 回目が平成
23 年 3 月初旬～3 月下旬であり、郵送法による質問紙調査を実施した。学校名・
記入者名は無記名で行い、返信用封筒を同封し回収した。  
 


























とし、平成 21 年度、平成 22 年度に保護者及び学校園に提供したものとした。  
 
５．回収数と回収率  
1 回目の回収数は 45 箇所（保育所 10、幼稚園 14、小学校 13、中学校 6、高
等学校 2）で、回収率は 83．3％、２回目の回収数は 38 箇所（保育所 6、幼稚
園 12、小学校 12、中学校３、高等学校２、未記入３）で、回収率は 71．6％で
あった。  
回収したアンケートの内、サポートプランの項目を回答した学校園は 1 回目
33 箇所（保育所 8、幼稚園 11、小学校 11、中学校３）、2 回目 21 箇所（保育所
79 
 
１、幼稚園 9、小学校 9、中学校 2）であった。高等学校からの回答はなかった。




1 回目のアンケートの記入者は管理職が 22 人、特別支援教育コーディネータ
ーが 21 人、特別支援学級の担任（特別支援教育コーディネーター兼任を除く）
が 2 人であった。2 回目のアンケートの記入者は管理職が 12 人、特別支援教育
コーディネーターが 15 人、特別支援学級の担任が（特別支援教育コーディネー






援体制作りに関する項目の結果を表 4-2-1 に示した。  
 





























































30 校園（91%）あり、「どちらかと言えばそう思う」の回答 3 校園 (9%)あった。
また、「サポートプランを校内委員会や職員研修で資料等に活用されたことがあ
りますか」の問いに対して、「大いに活用している」4 校園(19%)、「時々活用し




課題も見えた。     
「支援体制作りに役立ったか」の問いに対して「そう思う」が 19 校園（58%）、













や学校園での使いやすさ等に関する項目の結果を表 4-2-2 に示した。  
 












































5 校園(24%)、「使いやすかった」 13 校園(62%)であった。「あまり使いやすくな
かった」が 1 校園 (5%)であり、サポートプランがほとんどの学校園にとって使
いやすいものになっていることが示された。また、「子どもへの関わり方に役立
ったか」の問いに対して、「そう思う」が 31 校園（94%）、「どちらかと言えばそ












個別の支援計画作成への有用性に関する項目の結果を表 4-2-3 に示した。  
表 4-2-3 保育や授業づくり、教材づくり、個別の指導・支援計画に関する項目結果  
 
「保育や授業づくりに役立ったか」の問いに対して、「そう思う」の回答が















































果を表 4-2-4 に示した。  
 




































































教師による他児へのプランの作成に関する項目の結果を表 4-2-5 に示した。  
 
表 4-2-5 子どもの変容、教師によるサポートプランの改良等に関する項目結果  
 
「サポートプランの支援を活用することで子どもが変容しましたか」の問い
に対して、「とても変わった」 4 校園(19%)、「変わった」14 校園 (66%)であり、



















































答が 7 校園（33％）あり、「改良しようと考えなかった」が 1 校園 (5%)あった。
また、「サポートプランを参考に、他に支援を必要とする子どものプランを作ら
れたことがありますか」の問いに対して、「いつも作成しようとしている」が 1




















































































































































保健センター保健師 2 名、療育機関職員 2 名に対して、インタビュー調査を


















ていた。療育内容としては、3 歳までの幼児対象に週 2 回、1 回 3 時間（午前 9
時 30 分～12 時 30 分）、保護者同伴で小集団の設定保育（幼児 9 名）を行い、
4 歳児 5 歳児には週 1 回 3 時間(午前 8 時 30 分～11 時 30 分)、幼児の小集団の
























師 2 名、療育機関職員 2 名の 9 名で構成した。事務局は特別支援学校に置くこ
ととし、連絡会での実質的な協議は、会長、副会長を除いた 6 名の構成員で行
うこととした。  































































成を行うこととした。サポートファイルは平成 23 年度 4 月から保護者に提供を
開始し、平成 23 年度は 98 人に提供を行った。  
 
４．早期支援システム構築前後の比較と保健センターでの相談等の推移の検討  
１）平成 18 年度と平成 22 年度の早期発見・早期支援の流れと機能の状況  
早期支援システム構築前の平成 18 年度と構築後の平成 22 年度の子どもへの


















平成 18 年度と平成 22 年度の保健センターでの就学前の子どもの相談件数と
その内訳を表 4-3-1 に示した。  



































図 4-3-2 平成 22 年度の子どもへの気づきや健診から支援までの流れ  
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表 4-3-1 保健センターでの就学前の子どもの相談件数と内訳（件）  
 




を利用していない子どもの相談件数は、平成 18 年度は 16 件であったが、保育
所等から相談室への紹介やコーディネーターによる保育所等への巡回によるコ
ンサルテーションの増加により、平成 22 年度は 6 件に減少した。  
平成 18 年度と平成 22 年度、相談室に来室した赤穂市の就学前の子どものの
べ相談件数、相談児の数と年齢別内訳を表 4－3－2 に示した。  
 
表 4-3-2 相談室に来室した A 市の就学前の子どもののべ相談件数、相談児の数と年齢別
内訳  
 
平成 22 年度に相談室に来室した赤穂市の就学前の子どもは 58 名で、平成 18
年度と比較して 2.1 倍に増加した。年齢別内訳では、3 歳児が 22 名で、平成 18
年度と比較して 4.4 倍に増加している。 4 歳児が 16 名（2.0 倍）、 5 歳児が 15
名（1.7 倍）であり、増加した。  
来室した子どものうち保育所に通所している子どもは平成 18 年度が 5 名、平
成 22 年度が 8 名で、幼稚園に通園している子どもは平成 18 年度 13 名、平成













平成 18 年度  57 0 36 5 16 







１歳  ２歳  ３歳  ４歳  ５歳  
18 年度  174 27 0 6 5 8 8 
22 年度  273 58 2 3 22 16 15 
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名、平成 22 年度が 30 名であった。親子教室を利用している子どもは平成 18
年度が 0 名で平成 22 年度が 5 名であった。  
２）早期支援システム構築前から構築後に係る保健センターでの健診及び健診
後フォローの状況  
平成 18 年度から平成 22 年度までの乳幼児健康診査での要観察児の数と健康
診査を受けた子どもに対する割合と主訴の内訳を表 4-3-3 に示した。  
 
 
表 4-3-3 乳幼児健康診査での要観察児の数と健康診査を受けた子どもに対する割合及び主訴の内訳（人） 
 
 1 歳 6 ヶ月児健康診査での要観察児について、連絡会が発足した平成 21 年
度以降の要観察児の割合は 13％を超え、増加傾向が見られた。 3 歳児健康診査
においては、一定の傾向は見られなかった。  
主訴の内訳では、平成 21 年度からの 1 歳 6 ヶ月児健康診査の言葉の理解・表
出の問題の割合が 11％を超えており、増加傾向が見られた。 3 歳児健康診査で
は、各項目とも年度ごとにばらつきが見られ、一定の傾向は見られなかった。  
保健センターでのコーディネーターによる平成 21 年度から平成 23 年度まで
の、のべ相談人数と初回相談時の年齢別内訳を表 4-3-4 に示した。  
コーディネーターによる相談を開始した平成 21年度ののべ相談人数は 7人で
あったが、平成 22 年度が 28 人、平成 23 年度は 48 人であり、相談人数の増加
が見られた。初回相談時の年齢では、平成 21 年度から平成 23 年度にかけて、1




18 年 度  19 年 度  20 年 度  21 年 度  22 年 度  
１歳 6 ヶ月児健診での要観察児 42(11.2%) 25(7.5%) 32(9.1%) 50(13.1%) 49(13.0%) 





行動面の問題  13(3.5%) 1(0.3%) 0(0.0%) 4(1.0%) 5(1.3%) 
その他  0(0.0%) 0(0.0%) 6(1.7%) 1(0.3%) 1(0.3%) 
3 歳児健診での要観察児  21(4.9%) 21(5.1%) 20(5.2%) 14(4.2%) 22(5.9%) 
言葉の理解・表出の問題  11(2.6%) 15(3.6%) 8(2.1%) 9(2.7%) 9(2.4%) 
行動面の問題  8(1.9%) 4(1.0%) 12(3.1%) 0(0.0%) 13(3.5%) 
その他  2(0.5%) 2(0.5%) 0(0.0%) 5(1.5%) 0(0.0%) 
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数、親子ののべ参加人数、コーディネーターの参加の回数を表 4-3-5 に示した。 
 
表 4-3-5 親子教室の状況及びコーディネーターの参加の回数  
 
のべ参加人数は平成 22 年度が 255 人、平成 23 年度が 228 人であり、システ
ム構築前の平成 20 年度以前と比較して増加した。コーディネーターの参加は早
期支援システム構築後の平成 22 年度が 16 回、平成 23 年度が 20 回であった。  
 
５．関係者へのインタビュー調査  









１歳  ２歳  ３歳  ４歳  
21 年度  7 5 0 3 1 1 
22 年度  28 23 2 7 10 4 








の参加回数 (回 ) 
18 年度  17 12 148 0 
19 年度  12 7 130 0 
20 年度  13 8 129 0 
21 年度  15 12 127 7 
22 年度  22 18 255 16 
23 年度  24 19 228 20 
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表 4-3-6 インタビュー結果のまとめ  















































































































































































































































































































































































































て、平成 23 年 3 月に様式を決定した。  
 








た。その結果、平成 24 年 2 月末までに 3 才から 16 才までの子どもの保護者約
100 名に提供した。  
３）サポートファイルの内容  













































にした。調査の対象は、 32 箇所（保育所 6、幼稚園 11、小学校 10、中学校 5）
であった。  
２）調査期間及び調査手続き  

























４）質問紙調査の内容と整理の仕方（資料 4 参照）  
調査は次の内容で構成した。  
①「サポートファイルを持っている保護者はいますか」（ 3 件法）  













質問紙調査の記入者は管理職が 4 人、特別支援教育コーディネーターが 20












10 校園（37.0％）あり、「利用していない」と回答した学校園が 14 校園（51.9％）
あった。  
 「サポートファイルを利用してよかったところはどこですか（複数回答可）」
の問いに対する回答結果を表 4-4-1 に示した。  
「項目別に記載されているので、必要な情報をすぐに知ることができた」の





回答が 1 校園（3.7％）からあった。  
 


































にくかった」というサポートプランの様式に関する内容が 3 校園（ 11.1％）か
らあった。「支援が必要な子どもでファイルを持っていない保護者がいた」とい
う、サポートファイル配布に関する問題が 4 校園（14.8％）からあった。  
 





とはなんですか（複数回答可）」に対する回答結果を表 4-4-3 に示した。  
「保護者への書き方講習会の実施」が 17 校園（63.0％）、教員等への説明会



























った。「サポートファイルについての相談窓口の設置」が 10 校園（ 37.0％）、「園




























































機会がない」とする意見が 70%、「使う必要がない」という意見が 24%あった。  
学校園と保護者両方への働きかけが必要と考えられる。  
③ 学校園がファイルの利用の仕方を十分に理解できていない  
「ファイルの利用の仕方がわからなかった」が 20%近くあった。学校園の担
任等へのサポートファイルの説明が十分行われなかった可能性を示している。  




















サポートファイル普及のためには、以下の 4 つの取組が考えられる。  









































































































































































































































































































































































































































































文部省（1999）盲学校 ,聾学校,及び養護学校教育要領、学習指導要領．  
西岡美智子・井上和久・土居啓（ 2009）要支援児と学級担任・保護者への具体
的支援方法の開発に関する研究．財団法人みずほ教育福祉財団特別支援教育


















ター的機能－全国の特色ある 30 校の実践事例集－．ジアース新社， 76-81. 






































































































































                
１ 該当する番号を○で囲む、もしくは必要な事項を記入ください。  
 
（１）記入いただく方の職名（複数回答可）  
 ① 管理職  ② 特別支援教育コーディネーター  ③ 教務主任  
④  地 域 支 援 に 関 す る 部 （ 地 域 支 援 部 等 ） 主 任  ⑤  そ の 他
（         ） 
 
（２）貴校の学校種別（都道府県・市の管理運営に関する規則等によるもの）  
① 知的障害者  ② 肢体不自由者  ③ 知的障害者又は肢体不自由者   
④  病 弱 者  ⑤  知 的 障 害 者 又 は 病 弱 者  ⑥  そ の 他
（           ）  
 
（３）貴校の設置学部 (複数回答可) 
① 保育相談部  ② 幼稚部 ③ 小学部 ④ 中学部 ⑤ 高等部  
⑥ その他（       ）  
 
（４）貴校の幼児児童生徒数  
① 20 人未満   ②  21～50 人  ③  51～100 人 ④ 101～150 人  
⑤ 151～200 人 ⑥  201～250 人 ⑦ 250 人以上 
 
（５）貴校の教員（常勤）の数  
① 20 人未満  ② 21～40 人 ③ 41～60 人 ④ 61～ 90 人  ⑤ 91
～120 人 ⑥  121～150 人 ⑦ 150 人以上 
 
（６）貴校の支援地域（通学区域等により貴校が地域支援を行う地域）の市町
村の数（例：Ａ市、Ｂ市、Ｃ町あわせて 3 つなど）  
① 1 市町村  ② 2～3 市町村 ③  4～6 市町村 ④ 7～10 市町村  
⑤ 11 市町村以上  
 
（７）貴校の支援地域（通学区域等により貴校が地域支援を行う地域）の人口
規模（例：Ａ市、Ｂ市、Ｃ町あわせて 5 万 5 千人程度など）  
① 3 万人未満  ② 3～5 万人未満 ③ 5～10 万人未満  ④ 10～20 万
人未満 ⑤ 20～30 万人未満 ⑥  30～50 万人未満 ⑦  50 万人以上  
 
（８）地域支援を行っている専任（担任や授業の主指導を持たずに地域支援 [校
内支援の併用を含む ]に専念できる）教員の数  
 ①  0 人  ②  1 人  ③  2 人  ④  3 人  ⑤  4 人  ⑥  5 人以上










① 地域の本人・保護者・教師等への教育相談・就学相談   
② 学校園所への巡回による相談・支援  
③ 地域向けの研修会の企画・実施  
④ 研修会への講師派遣  
⑤ アセスメントの実施 (授業参観、WISC-Ⅲ・Ⅳ、新版Ｋ式検査実施等 ) 
⑥ 教材・教具の紹介や貸し出し  
⑦ 福祉、医療、労働等の関係機関との連絡・調整  
⑧ 関係機関による連絡協議会等への参加  
⑨ 特別支援教育に関する情報発信 (支援だより、指導事例、用語解説等 ) 









   
ア 特別支援学校への就学に関する相談  
イ 保護者への子育て等の教育相談  
ウ 子どもの相談室での様子の観察  
  エ 担任保育士等への助言  
オ 発達検査等の実施・解釈  
  カ 他機関の紹介  





 ① 年間に 30 回以上行っている    ②  年間に 16～29 回行っている  
③ 年間 6～15 回行っている     ④ 行ってはいるが、年間 5 回以下
である ⑤ まったく行っていない  
 
（５）（４）で「①  年間に 30 回以上行っている  ② 年間に 16～ 29 回行って





ア 保育場面での子どもの観察  
イ 担任等への保育等に関する助言  
  ウ 園内委員会での助言  
エ 研究授業等への助言  
  オ 研修会での講師  
  カ 保護者への相談  
キ 発達検査等の実施・解釈  
  ク 特別支援学校への就学に関する相談  
ケ 小学校に入学する子どもの特別支援学級入級等に関する相談  













  ア 自校では保育所・幼稚園は支援の対象としていないから  
イ 保育所・幼稚園からの要請がない（少ない）から  




  オ 小学校・中学校からの支援要請が多く、保育所・幼稚園の支援に行き
にくい現状があるから  
  カ 自校の校内支援の要請が多く、保育所・幼稚園の支援に行きにくい現
状があるから  
  キ 巡回等に出かける旅費がない (少ない )ため、保育所・幼稚園の支援に
行きにくい現状があるから  













  ア 校内の幼児児童生徒の予防接種等、健康に関する情報交換  
イ １歳６か月健診、３歳児健診等での子どもの観察や保護者への相談  
ウ 健診で要観察になった子どもの保護者への相談  
  エ 健診で要観察になった子ども対象の親子教室への参加  
オ 発達検査等の実施・解釈  
カ 保健センター主催の保護者研修会や関係者向け研修会等への講師派遣  
  キ その他（                            ） 
 
（10）支援地域に療育機関（療育センター、発達支援事業  等）はありますか。  
 
① ある  ② ない  
 
（ 11）（ 10）で「①  ある」と回答した方にお聞きします。支援地域の療育機
関（療育センター、発達支援事業  等）と連携していますか。  
 
   ① 連携している   ② 連携していない  
（ 12）（ 11）で「①  連携している」を回答した方にお聞きします。どのよう
な連携をしていますか。（複数回答可）  
 
  ア 特別支援学校への就学にあたっての支援計画等の引き継ぎ  
イ 在籍幼児児童生徒の障害の状態や、指導・支援に関する情報交換   
ウ 在籍以外の子どもの障害の状態や、指導・支援に関する情報交換  
エ 療育等への参加協力  
  オ 研修等に関する連携・協力  
カ 運営会議等への参加  




 ① 参加している   ② 参加していない  
 








































立特別支援学校の全て (738 校)とした。  
２．調査期間及び調査手続き  
本調査の調査期間は、平成 24 年 7 月下旬～ 8 月下旬であった。  
３．回収数と回収率  




10 万人未満、10 万人以上 50 万人未満、50 万人以上の 3 群に分けて分析を行っ
た。地域支援を行っている専任教員の結果について  
は 0 人、1 人、2 人以上の 3 群に分けて分析を行った。保育所・幼稚園への巡回









別支援学校が支援を行う地域の人口別に分類し表 1 に示した。  
 





10 万人未満の特別支援学校、 10 万人以上 50 万人未満の特別支援学校に比較し
て、来校相談を行っている割合が有意に低かった（χ 2=21.62,p<.01 




支援学校で地域支援を行っている専任教員数別に分類し表 2 に示した。  
 
表 2 専任教員数別来校相談の状況  
 
 
専任教員が 0 人の特別支援学校は、来校相談を「行っている」の回答が 66.3％、
「行っていない」の回答が 33.7％であり、専任教員 1 人及び専任教員 2 人以上
の特別支援学校と比較して来校相談を行っている割合が有意に低かった
























表 3 に示した。  
 
表 3 支援地域の人口別保育所・幼稚園への巡回相談の状況  
 
 
支援地域の人口が 50 万人以上では、巡回相談の年間回数が 5 回以下の特別支
援学校が 79.2％あり、支援地域の人口が 10 万人以上 50 万人未満、10 万人未満
の特別支援学校と比較して、巡回相談の回数が有意に少なかった
（χ 2=46.23,p<.01 χ 2=35.56,p<.01）。支援地域の人口が 10 万人未満と 10 万
人以上 50 万人未満の特別支援学校では、巡回相談の回数に差はなかった。  
「貴校の保育所・幼稚園への巡回による相談・支援の状況をお聞かせくださ
い」の問いへの回答結果を、専任教員数別に分類し表 4 に示した。  
 
表 4 専任教員数別保育所・幼稚園へ巡回相談の状況  
 
 
専任教員 2 人以上の特別支援学校の 20.8％が年間 30 回以上、 33.5%が年間 6
回から 29 回の巡回相談を行っており、専任教員 0 人及び 1 人の特別支援学校と
比較して、巡回相談の年間回数が有意に多かった（χ 2=25.72,p<.01 
χ 2=9.49,p<.01）。また、専任教員 0 人の特別支援学校は、71.2％が巡回相談年
間 5 回以下で 30 回以上の実施が 6.3％であり、専任教員 1 人の特別支援学校と
比較して有意に少なかった（χ 2=7.95,P<.05）。  
 
30回以上 6～29回 5回以下
10万人未満(n=95) 20(21.3%) 31(33.0%) 43(45.7%)
10万人以上50万人未満(n=105) 33(14.2%) 94(40.5%) 105(45.3%)
50万人以上(n=126) 5(3.2%) 28(17.6%) 126(79.2%)
30回以上 6～29回 5回以下
専任教員0人(n=160) 10(6.3%) 36(22.5%) 114(71.2%)
専任教員1人(n=157) 14(8.9%) 55(35.0%) 88(56.1%)












特別支援学校が支援を行う地域の人口別に分類し表 5 に示した。  
 





支援地域の人口が 10 万人未満と 10 万人以上 50 万人未満の特別支援学校に比較
して、連携している割合が有意に低かった（χ 2=31.41,p<.01 
χ 2=22.04,p<.01）。また、支援地域の人口が 10 万人未満の特別支援学校は、
66.3％が「連携している」に回答しており、 10 万人以上 50 万人未満の特別支
援学校に比較して連携している割合が高い傾向が見られた（χ 2=3.74,p<.10）。 
「地域の市区町村保健センターと連携していますか」の問いへの回答結果を
特別支援学校内の地域支援を行っている専任教員数別に分類し表 6 に示した。  
 




の回答が 38.9％、「連携していない」の回答が 61.1％であり、専任教員 1 人及
び専任教員 2 人以上の特別支援学校と比較して市区町村保健センターと連携し
ている割合が有意に低かった。（χ 2=6.49, 
























に分類し表 7 に示した。  
 
表 7 支援地域の人口別療育機関との連携の状況  
 
 
支援地域の人口が 50 万人以上、10 万人以上 50 万人未満、10 万人未満の特別
支援学校の 3 群間の回答割合に有意な差はなかった。  
「ある」と回答した特別支援学校に「支援地域の療育機関と連携しています
か」の問いを行い、その回答結果を、専任教員数別に分類し表 8 に示した。  
 
表 8 専任教員数別療育機関との連携の状況  
 
 
専任教員 2 人以上の特別支援学校は「連携している」の回答が 92.2％あり、
専任教員 0 人(81.8％)の特別支援学校と比較して、療育機関と連携を行ってい
る割合が有意に高かった（χ 2=6.97,p<.01）。専任教員 0 人と専任教員 1 人、専
























66.0％あり、支援地域の人口が 10 万人以上 50 万人未満と 50 万人以上の特別支
援学校に比較して、連携会議に参加している割合が有意に高かった
（χ 2=5.61,p<.05 χ 2=13.13,p<.01）。また、支援地域の人口が 50 万人以上の
特別支援学校は「参加していない」の割合が 57.7％あり、10 万人以上 50 万人
未満の特別支援学校と比較して連携会議に参加している割合に低い傾向が見ら
れた（χ 2=2.99,p<.10）。  
「特別な支援が必要な就学前の子どもための連携会議に参加していますか」
の問いへの回答結果を、専任教員数別に分類し表 10 に示した。  
 
表 10 専任教員数別連携会議への参加の状況  
 
 
専任教員 0 人の特別支援学校は「参加している」の回答が 42.6％、「参加し
ていない」の回答が 57.4％であり、専任教員 1 人及び 2 人以上の特別支援学校
と比較して、連携会議に参加している割合が有意に低かった（χ 2=5.18,p<.05 

























域が 50 万人未満の特別支援学校 2 群と比較して差がなかった。療育機関との連














































































































































































                
                   兵庫県立赤穂特別支援学校  
 
※  平成 22 年度に本校支援部（ふらっと・あいルーム）のコンサル
テーション（相談・支援）を実際に受けられた方がご記入ください。  
※  該当するものに○もしくはご記入ください。  
 
☆性別  
 １．男性    ２．女性  
☆職名  
 １．管理職  2．コーディネーター  ３．学級担任  ４．学年主任  
５．養護教諭   
６．その他（           ）  
☆教職年数  
 １．3 年未満  ２．3 年以上 5 年未満  ３．5 年以上 10 年未満   
４．10 年以上 15 年未満  ５．15 年以上  
☆所属校種  
 １．保育所  ２．幼稚園  ３．小学校  ４．中学校  ５．高等学校  
 ６．その他（              ）７．特別支援学校  
☆相談内容（複数回答可）  
 １．子どもの発達等実態把握についての相談  
 ２．子どもの障害についての情報  
３．子どもの行動についての相談  
 ４．支援を必要とする子どもの教材等授業づくりについての支援  
 ５．個別の教育支援計画、個別の指導計画作成についての相談  
 ６．校内支援体制の構築についての助言  
 ７．保護者対応についての助言  
 ８．その他（                          ） 
☆あなた（貴校園）の受けた相談回数  
 １．1 回のみ  ２．2～3 回  ３．月 1 回  ４．学期ごと   
４ ． 定 期 的 （       か 月 ）  ５ ． そ の 他
（             ）  
☆あなた（貴校園）の受けた相談方法（複数回答可）  
 １．特別支援学校（あいルーム）で   ２．自校園に来てもらって    
３．メールを使って   ４．電話で   ５．その他（         ） 
  
 
○  子どもの現在の発達等の状態を理解することができましたか。  
１．大いに理解できた      ２．少し理解できた   




１．大いに理解できた      ２．少し理解できた   
３．あまり理解できなかった   ４．まったく理解できなかった  
○  子どもの状態を校内委員会や職員会議等で話し合うなどして、教
師間の共通理解や情報共有ができましたか。  
１．大いにできた        ２．少しはできた   
３．あまりできなかった     ４．まったくできなかった  
○  管理職やコーディネーター、他の教師への協力依頼等、校内支援
体制を整えることに役立ちましたか。  
１．大いに役立った        ２．少しは役立った   
３．あまり役立たなかった     ４．まったく役立たなかった  
○  個別の指導計画や個別の支援計画を作成に活用することができま
したか。  
１．大いに活用できた      ２．少し活用できた   
３．あまり活用できなかった   ４．まったく活用できなかった  
○  子どものことを理解することで子どもへの関わりかたが変わりま
したか。  
１．大いに変わった       ２．少し変わった   
３．あまり変わらなかった    ４．まったく変わっていない  
○  相談を受けて子どもへの発問や教材の活用等日々の授業に活用で
きましたか。  
１．大いに活用できた      ２．少し活用できた   




１． 大いに変わった      ２．少し変わった   
３．あまり変わらなかった    ４．まったく変わっていない  
○  学校生活での支援を実施したことで友達関係や業間や昼休みの様
子、給食時間等での行動等を改善することが出来ましたか。  
１．大いに改善した       ２．少し改善した   
  
 
３．あまり改善しなかった    ４．まったく改善しなかった  
○  保護者の思いを考える視点等を聞き、保護者と協働して子どもの
教育を進めることができましたか。  
１．大いに進めることができた      ２．少し進める事がで
きた   




１．大いに変わった       ２．少し変わった   
３．あまり変わらなかった    ４．まったく変わっていない  
 

















































平成 21 年度  サポートプランについてのアンケート  
                   兵庫県立赤穂特別支援学校  
※ 校種を○でお囲み下さい。  
  ① 保育所   ② 幼稚園  ③ 小学校  ④ 中学校   ⑤ 
高等学校 
※ アンケートを記入された方を○でお囲み下さい。  
  ①  管理職  ②  特別支援教育コーディネーター  ③  その他
（       ） 
※ 以下の質問に対して、当てはまる項目番号（ 1～4）を○でお囲み
ください。 







① 子どもの実態把握に役立ったか  
② 子どもへの関わり方に役立ったか  
③ 保育や授業づくりに役立ったか  
④ 教材作りに役立ったか  
⑤ 個別の指導計画や支援計画作成に役立ったか 
⑥ 職員間の共通理解に役立ったか  
⑦ 学校園内の支援体制づくりに役立ったか 
⑧ 職員の心理面での支えになったか  





２ サポートプランへの今後の希望や意見をお聞かせ下さい。  
 
 
ご協力  ありがとうございました。  
そう思 う  
どちらか
といえば







４ ３ ２ １ 
４ ３ ２ １ 
４ ３ ２ １ 
４ ３ ２ １ 
４ ３ ２ １ 
４ ３ ２ １ 
４ ３ ２ １ 
４ ３ ２ １ 
４ ３ ２ １ 
  
 
平成 22 年度  サポートプランについてのアンケート  
                    兵庫県立赤穂特別支援学校  
 
※  平成 22 年度にサポートプランの提供を受けた学校園のみご回答ください。 
※  該当するものに○もしくはご記入ください。  
 
☆所属校種  
 １．保育所  ２．幼稚園  ３．小学校  ４．中学校  ５．高等学校  
☆職名  
 １．管理職  2．コーディネーター  ３．学級担任  ４．学年主任   
５．養護教諭  ６．その他（           ）  
 
○  サポートプランは子どもの実態に合っていましたか。    
１．とても合っていた      ２．合っていた   
３．あまり合っていなかった   ４．まったく合っていなかった  
○  集団活動の中で使いやすかったですか。  
１．とても使いやすかった     ２．使いやすかった   
３．あまり使いやすくなかった   ４．使いにくかった  
○  支援方法が具体的でしたか。  
１．とても具体的だった      ２．具体的だった   
３．あまり具体的ではなかった   ４．具体的ではなかった  
○  サポートプランの支援を活用することで子どもが変容しましたか。   
１．とても変わった       ２．変わった   
３．あまり変わらなかった    ４．まったく変わらなかった  
○  サポートプランをもとに保護者と話し合われましたか。  
１．定期的に話し合いの場を持っている  ２．数回話し合ったことがある  
３．ほとんど話し合ったことがない    ４．まったく考えていない  
 ○  サポートプランを校内委員会や職員研修で資料等に活用されたことがありますか。  
   １．大いに活用している       ２．ときどき活用している    
３．ほとんど活用したことがない   ４．まったく活用したことがない  
○  サポートプランを、あなたが使いやすいように改良されたことがありますか。 
   １．改良して使ったことがある    ２．すこし改良して使っている  
   ３．改良の方法かわからなかった   ４．改良しようとは考えなかった  
 ○  サポートプランを参考に、他に支援を必要とする子どものプランを作られ
たことがありますか。  
   １．いつも作成しようとしている    ２．作成したことがある  
































赤穂市早期支援に係る連絡会   
 
※ 校種を○でお囲み下さい。  
  ① 保育所  ②  幼稚園  ③ 小学校  ④ 中学校   
※ アンケートを記入された方を○でお囲み下さい。  
  ①  管 理 職  ②  特 別 支 援 教 育 コ ー デ ィ ネ ー タ ー  ③  そ の 他
（       ）  
※ 以下の質問に対して、当てはまる項目番号を○でお囲み、必要な事項をお
書きください。  
※ 人数についてはわかる範囲の数でかまいませんのでご記入ください。  
 
１ サポートファイルの活用状況についてお聞きします。  
（１）あなたの学校園所で、サポートファイルを持っている保護者はいますか？  
  ① いる  （人数がわかれば教えてください      人  ）  
② いない  




① よく利用している     ② 利用している   
③ あまり利用していない   ④ 利用していない  
 
※ （２）の問いに、①、②に○を付けたと答えた方におたずねします  
→ 利用してよかったところはどこですか（複数回答可）  
① 子どもの発達等の状況が詳しくわかった。   
② 項目別に記載されているので、必要な情報をすぐに知ることができた。 
③ 幼少期から受けてきた支援について、段階的に知ることができた。  
④ 学校園所での指導・支援について、具体的に役立つ情報があった。  
⑤ こだわりやパニック等指導・支援の難しい事柄について、具体的な対
応の参考になった。  
⑥ 関係機関からの情報が入りやすくなった。  
⑦ 保護者と子どもについて話し合いがしやすくなった。  
⑧ 保護者からの提供（複写）により、資料として残しておけた。  
⑨ 幼少期からの支援計画等（保護者によりファイルにとじている）を見
ることができ、支援の参考になった。   








  ※ （２）の問いに、③、④に○をつけた方におたずねします  
  → 利用しにくかったところはどこですか（複数回答可）。  
① 保護者も学校園所も、ファイルのことについて充分知る機会がなかった。
② ファイルをもっている保護者の把握ができなかった。  
③ 支援が必要な子どもでファイルを持っていない保護者がいた。  
④ ファイルについて、保護者からの相談や提示がなかった。  
⑤ 保護者にファイルをいつ提示してもらえばいいのかわからなかった。  
⑥ 保護者によってファイルの記載状況が違っていた。  
⑦ ファイルの利用の仕方が分からなかった。  
⑧ つづられている資料（個別の教育支援計画など）が保護者によって異なった。  
⑨ ページ数（内容量）が多く、利用しにくかった。  
⑩ 知りたい情報のページに記載がなかった。  
⑪ 学校園所で支援をするうえで必要でない情報が多かった。  





２ サポートファイルを普及し活用してもらうために今後必要と思われるこ  
とについてお聞かせ下さい（複数回答可）。  
  ① 保護者への書き方講習会の実施  
  ② 教員等への説明会の実施  
  ③ 市民向け説明会の実施  
  ④ 医療等関係機関向けのリーフレットの作成・配布  
  ⑤ サポートファイルについての相談窓口の設置  
  ⑥ 園や学校でのサポートファイルの記入を支援する担当者の指名  
  ⑦ 園や学校への巡回による書き方等の相談の実施  
  ⑧ 広報等による理解・啓発  
  ⑨ その他（                            ） 




ご協力  ありがとうございました。  
